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株 主 各 位
　

山口県下関市岬之町11番46号
　

株 式 会 社 東 武 住 販
　

代表取締役社長 荻 野 利 浩
　

第33回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

本年４月の熊本地震により被災されました九州地方にお住いの皆様に心よりお見舞

い申し上げますとともに、一日も早い復興をお祈り申し上げます。

さて、当社第33回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、同封の議決権行使

書用紙に賛否をご表示いただき、平成28年８月29日（月曜日）午後６時までに到着す

るようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記
　

１．日 時 平成28年８月30日（火曜日）午前11時（受付開始 午前10時30分）

２．場 所 山口県下関市竹崎町四丁目４番８号 シーモールパレス３階

シーモールパレス ダイヤモンドの間

３．目的事項

報告事項 第33期（平成27年６月１日から平成28年５月31日まで）事業報告及

び計算書類の内容報告の件

決議事項

議 案 剰余金の処分の件
４．インターネット開示に関するご案内

　当社は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、事業報告及び計算書類のうち次

に掲げる事項を当社ウェブサイト（http://www.toubu.co.jp/ir/library.html）に掲

載しておりますので、本添付書類には記載しておりません。
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(1)事業報告の「財産及び損益の状況」、「主要な事業内容」、「主要な営業所」、「従

業員の状況」、「主要な借入先の状況」、「当社が発行する株式に関する事項」、

「会社の新株予約権等に関する事項」及び「業務の適正を確保するための体制

の整備に関する事項」

(2)計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

　したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人が監査報告を作成す

るに際して監査をした計算書類の一部であり、監査役が監査報告を作成するに際

して監査をした事業報告及び計算書類の一部であります。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

1.当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申し上げます。

2.会場入口の開門は正式には午前10時となっております。午前10時以降にご入場く

ださいますようお願い申し上げます。

3.株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット

上の当社ウェブサイト（http://www.toubu.co.jp/ir/library.html）に掲載させてい

ただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成27年６月１日から
平成28年５月31日まで）

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の回復から設備投資が持ち直して

いるものの、中国経済の減速等から景気の先行きに対する不安が広がりつつあり、

消費マインドにも悪影響を与えて個人消費の足踏み状態が続いております。こう

したことから、政府は消費税率の10％への引き上げを平成31年10月まで延期する

ことを公表しております。

当社が属する不動産業界におきましては、国土交通省の調査「主要都市の高度

利用地地価動向報告」（平成28年６月公表）によれば、平成28年第１四半期（平成

28年１月１日～平成28年４月１日）の主要都市・高度利用地100地区の地価動向は

平成27年第４四半期（平成27年10月１日～平成28年１月１日）に比べ、９割近く

の地区が上昇しました。

中古住宅の流通状況については、公益社団法人西日本不動産流通機構（西日本

レインズ）に登録されている物件情報の集計結果である「市況動向データ」の直

近の調査（平成28年５月公表）では、当社の営業エリアである中国地方は前年同

月に比べて増加基調にあります。一方、九州地方は本年４月に発生した熊本地震

の影響もあり、足踏み状態にあります。

このような環境の中、当社は、平成27年６月に大分店（大分県大分市）、平成28

年４月に新下関店（山口県下関市）を出店する等、主力事業である不動産売買事

業に注力いたしました。

この結果、当事業年度の売上高は5,375,983千円（前事業年度比17.9％増）、営

業利益は526,363千円（同51.2％増）、経常利益は524,341千円（同53.4％増）、当

期純利益は355,688千円（同54.9％増）となりました。

なお、事業別の業績は、次のとおりであります。

　

不動産売買事業

自社不動産売買事業については、中古住宅の商品力を高めたことに加え、当事

業年度中に出店した大分店も順調に売上高に寄与したことから、自社不動産の販

売件数は327件（前事業年度比52件増）となり、売上高も前事業年度を上回りまし

た。
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不動産売買仲介事業については、同業他社との関係を強化して売買情報をより

多く収集したことから、仲介件数は前事業年度を上回り、仲介手数料も前事業年

度を上回りました。

これらの結果、不動産売買事業の売上高は、4,989,278千円（前事業年度比20.7

％増）となりました。また、営業利益は、売上高の増加により、744,629千円（同

33.5％増）となりました。

不動産賃貸事業

不動産賃貸仲介事業については、賃貸仲介件数の減少により賃貸仲介手数料が

前事業年度を下回ったものの、受取手数料の増加により売上高は前事業年度を上

回りました。

不動産管理受託事業については、不動産の管理件数が前事業年度を上回り、受

取管理料が前事業年度を上回ったものの、請負工事額が前事業年度を下回ったこ

とから、売上高は前事業年度を下回りました。

自社不動産賃貸事業については、前期に賃貸ビルの一部を売却したことから、

賃貸収入は前事業年度を下回りました。

これらの結果、不動産賃貸事業の売上高は、142,642千円（前事業年度比14.5％

減）となりました。また営業利益は、売上高の減少により29,685千円（同24.8％

減）となりました。

　

不動産関連事業

リフォーム事業については、請負工事件数が前事業年度を下回ったものの、大

型の請負工事を受注したことから、売上高は前事業年度を上回りました。

保険代理店事業については、不動産売買事業における自社不動産売買事業の販

売件数の増加等が寄与して、売上高は前事業年度を上回りました。

ネットショッピング事業については、販売チャネルを拡大したことに加え、各

種キャンペーン等の販売促進策が奏功し、売上高は前事業年度を上回りました。

これらの結果、不動産関連事業の売上高は、144,509千円（前事業年度比30.5％

増）となりました。また、営業利益は、売上高の増加により、24,108千円（同

43.8％増）となりました。

　

その他事業

介護福祉事業については、請負工事高が前事業年度を下回ったものの、介護用

品等の販売が前事業年度を上回ったことから、売上高は前事業年度を上回りまし

た。なお、携帯ショップ事業については、平成27年１月に廃止しております。

― 4 ―



これらの結果、その他事業の売上高は、99,552千円（前事業年度比33.5％減）

となりました。また、営業利益は、売上高の減少により、2,673千円（同37.1％

減）となりました。

　

<事業別売上高>

区 分
前事業年度 当事業年度 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

不動産売買事業 4,132,096 90.6 4,989,278 92.8 857,181 20.7

不動産賃貸事業 166,866 3.7 142,642 2.7 △24,223 △14.5

不動産関連事業 110,715 2.4 144,509 2.7 33,793 30.5

そ の 他 事 業 149,730 3.3 99,552 1.8 △50,177 △33.5

合 計 4,559,409 100.0 5,375,983 100.0 816,574 17.9

　

(2) 資金調達の状況

該当事項はありません。

　

(3) 設備投資の状況

当事業年度において実施した設備投資の総額は、43,543千円であります。その

主なものは、収益物件の取得、社有車の入替、不動産売買事業の店舗の改装及び

新設等であります。
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(4) 対処すべき課題
今後の当社を取り巻く経営環境を展望すると、当社の主力商品である中古住宅

の市場につきましては、国土交通省が平成28年３月に公表した「住生活基本計画」
によりますと、空き家問題への対策という観点から中古住宅市場の活性化に関す
る取組みが示されており、政府の積極的な姿勢が表れています。今後も、さらに
不動産の流通市場及び住宅リフォーム市場の環境整備や活性化対策が進められる
と期待されております。

かかる状況下で、当社が対処すべき当面の課題としては、主に次の項目が挙げ
られます。

　
①営業地域の拡大

当社は、現状、広域的な顧客ニーズに十分に応えられていないことが課題で
あると認識しております。

この課題を克服するために、当社は、既存店舗の延長地域へ新規出店するド
ミナント方式により、営業地域の拡大を図ります。出店に際しては、出店候補
地の営業エリアに関するマーケットリサーチ及び出店計画の精密化、出店作業
及び事務処理の標準化、出店に必要な要員の確保及び教育を積極的に行うとと
もに経営計画との連動が必要と考えております。

　
②販売用不動産仕入の強化

当社は、顧客ニーズに適合する中古住宅の在庫を一層拡充することが課題で
あると認識しております。

この課題を克服するために、金融機関との良好な関係を維持し、中古住宅の
仕入資金を確保いたします。また、当社は、地域に根ざした事業活動及び宣伝
媒体による広告を通して知名度の浸透を図るとともに、中古住宅の仕入情報の
入手を網羅的かつ早期に行うため、情報ルートである地域同業者等との関係を
強化いたします。

　
③在庫回転率の維持向上及び有利子負債の抑制

当社の主力である自社不動産売買事業においては、中古住宅を仕入れて、リ
フレッシュ・リフォームを施した後、商品化し、最終的に販売契約締結後に決
済・引き渡します。当社は、これら一連の期間において、コストを先行的に負
担しており、当該資金の一部を金融機関からの有利子負債で賄っております。
また、滞留在庫が増加した場合は、有利子負債も増加し、財務体質が悪化する
こととなります。

この課題を克服するために、当社は、保有期間の長期化している中古住宅を
リストアップして、早期売却を各拠点に促し、不動産の販売サイクルを管理す
ることにより、有利子負債の抑制に努めます。
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④政府の施策への対応

当社は、政府が中古住宅の流通促進に向けて、市場の整備を目指しているこ

とに鑑み、中古住宅に関する情報の透明性の向上、中古住宅の評価方法の改善

及び中古住宅の耐久性に関する信頼性の向上に向けた取組みをなお一層強化す

る必要があると考えております。

よって、消費者が求める情報提供に努めるとともに、消費者の満足度のさら

なる向上に繋がるような従業員教育、組織・体制作りに注力していく所存です。

　

⑤その他事業の拡大

当社は、その他事業（介護福祉事業）において、顧客の多様なニーズに応え

ようとしておりますが、まだ事業基盤がぜい弱であると認識しております。

この課題を克服するために、介護福祉事業においては、リフォーム事業と連

携して、高齢化社会に対応するシルバー・リフォームの提案を積極的に進めて

おりますが、さらに、利便性や安全性の高い関連商品や新たな取引先の開拓等

も進めていくことが必要と考えております。

　

⑥人材の確保と育成

当社は、今後の事業拡大に合わせ、優秀な人材を継続的に確保し、育成する

ことが最も重要であると認識しております。

この課題を克服するために、当社は、社内教育、外部による教育の拡充に加

えて業務や営業手法の標準化による社員の資質向上を図り、社員一人ひとりの

レベルアップを図っております。また、福岡支社の開設等により採用活動をよ

り積極的に行いつつ、人事制度を刷新して従業員の職場環境をさらに改善する

とともに、将来の店長・課長の育成の仕組みを強化し事業拡充に伴う組織体制

の整備を進めます。

　

⑦コーポレート・ガバナンスの充実

当社の継続的な事業の発展及び信頼性の向上のためには、コーポレート・ガ

バナンスの充実に取り組むことが重要であると認識しております。

この課題を克服するために、当社は、強固な内部管理体制の構築とコンプラ

イアンスの強化に取り組んできました。

まず、内部管理体制については、自浄能力の向上と組織内における内部牽制

のさらなる機能強化を課題と捉えております。そこで部署内でのチェックの精

度を高めて自浄能力を向上させることに加え、内部監査室及び管理部による牽

制的な機能をより一層発揮することに努めました。さらに、監査役及び独立し
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た立場にある会計監査人による監査を通して内部管理体制が強化されたうえ、

社外取締役の選任により、取締役による経営の透明性及び公正性の確保を図る

とともに取締役会において議論が一段と活性化しております。あわせて社外取

締役及び監査役は、代表取締役社長及び社内出身の取締役と随時、面談して当

社の運営状況の把握に努めております。

次にコンプライアンスの強化については、当社は、社内規程を随時見直すと

ともに、定期的に倫理・コンプライアンス研修を開催しているほか、時期を捉

えて、社内に通達等を行い、各事業体の取引の健全性の確保、情報共有、再発

防止策を実施しております。また適宜、社内啓蒙活動及び内部監査を通して、

社内規程の運用の実効性を高めるとともに、随時、規程を見直して、内容の陳

腐化を防いでおります。

今後はさらなるコーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、最善の経営体

制を目指して改善してまいりたいと考えております。

なお、コーポレートガバナンス・コードは、上場企業に対し、攻めのガバナ

ンスを通して、より一層の株主重視の経営及び体制強化を促すとともに企業の

進化を目指しているものであります。当社は、その趣旨に沿ってコーポレー

ト・ガバナンスの充実とともに企業価値の向上及び株主還元の拡充に向け取り

組み、実効性の高いコーポレート・ガバナンス体制の構築に努めます。
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２．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年５月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 荻 野 利 浩

常 務 取 締 役 細 江 直 樹 本店営業部長兼九州東部営業部長

取 締 役 三 浦 直 樹 九州西部営業部長

取 締 役 磯 本 憲 二 山陽営業部長

取 締 役 河 村 和 彦 管理部長

取 締 役 白 水 一 信
白水公認会計士事務所 代表
国立大学法人九州大学 監事

常 勤 監 査 役 野 口 英 信

監 査 役 植 田 文 雄
植田公認会計士事務所 所長
篠原・植田税理士法人 代表社員

監 査 役
鈴 木 朋 絵
（戸籍上氏名：
濵﨑 朋絵）

鈴木法律事務所 代表

(注) 1.取締役白水一信氏は、社外取締役であります。
2.監査役植田文雄及び監査役鈴木朋絵の両氏は、社外監査役であります。なお、監査役鈴木朋
絵氏は、東京証券取引所及び福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引
所に届出書を提出しております。

3.監査役植田文雄氏は、公認会計士及び税理士としての専門的な知識・経験等を通じ、財務及
び会計に関する相当程度の専門的な知見を有していることから、社外監査役に選任しており
ます。監査役鈴木朋絵氏は、弁護士としての経験、法律に関する専門的な知識及び知見を有
しております。

4.平成27年８月27日開催の株主総会において、取締役に河村和彦氏が選任され、就任いたしま
した。

5.平成27年８月27日開催の定時株主総会終結の時をもって、取締役（管理部長）の中川惠夫氏
は任期満了により退任いたしました。

6.平成28年６月24日開催の取締役会において、取締役の担当の変更が決議され、次のとおりと
なりました。

氏名 異動前 異動後 異動年月日

三浦 直樹 九州西部営業部長

福岡支社長

兼福岡支社営業部長

兼九州西部営業部長
平成28年６月24日

7.当社は、社外取締役白水一信氏、常勤監査役野口英信氏、社外監査役植田文雄氏及び社外監
査役鈴木朋絵氏との間で、その職務を行うにつき善意であり、かつ重大な過失がなかったと
きは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額をその責任の限度とする旨の契約を締結
しております。

（責任限定契約の内容の概要）
当社は、定款において、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等

である者を除く。）及び監査役との間に同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結
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することができる旨を定めており、当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び
監査役との間で、同規定に基づき賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が
認められるのは、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役が責任の原因とな
った職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　
(2) 役員報酬等の総額

　

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
( う ち 社 外 取 締 役 )

７名
( １名)

38,635千円
( 1,800千円)

監 査 役
( う ち 社 外 監 査 役 )

３名
( ２名)

9,030千円
( 2,490千円)

計 10名 47,665千円
　

(注) 1.平成25年８月29日開催の株主総会の決議において、取締役の報酬限度額（使用人兼務取締役
の使用人分の報酬を除く）は年額100,000千円としております。また、平成26年１月27日開催
の臨時株主総会の決議において、監査役の報酬限度額は年額12,000千円としております。

2.上記には、使用人兼務取締役５名に対する使用人給与相当額18,853千円は含まれておりませ
ん。

3.上記の取締役の報酬等の額及び支給人数には、平成27年８月27日付で退任した取締役１名を
含んでおります。

(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役及び社外監査役の重要な兼職先と当社との間には、人的関係、資

本的関係又は取引関係その他利害関係はありません。

② 社外役員の主な活動状況

区分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 白 水 一 信

当事業年度内にて開催された取締役会19回のうち、すべてに出席
して、必要に応じ、長年の公認会計士としての監査業務で培った
経験から、経営判断に資する発言を行っております。また、随時、
他の取締役、監査役及び従業員との意見交換あるいは情報収集を
行っております。
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区分 氏 名 主 な 活 動 状 況

監 査 役 植 田 文 雄

当事業年度内にて開催された取締役会19回のうち17回、監査役会
14回のうちすべてに出席して、必要に応じ、長年の公認会計士と
しての監査業務で培った経験から、当社の財務及び会計をはじめ
幅広く発言を行っております。また、随時、取締役、他の監査役、
会計監査人及び従業員との意見交換あるいは情報収集を行ってお
ります。

監 査 役 鈴 木 朋 絵

当事業年度内にて開催された取締役会19回のうち18回、監査役会
14回のうちすべてに出席して、必要に応じ、弁護士としての経験
及び専門的見地から、当社の法務分野のリスク及び内部統制はじ
め幅広く発言を行っております。また、随時、取締役、他の監査
役、会計監査人及び従業員との意見交換あるいは情報収集を行っ
ております。
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３．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 18,000千円

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の

報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に

関する実務指針」を踏まえ、取締役、社内関係部署及び会計監査人か

らの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画

の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根

拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法

第399条第１項の同意を行っております。

　

(3) 当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断した場

合、会計監査人を解任する方針であります。この場合、監査役会が選定した監査

役は、会計監査人の解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人

を解任した旨及びその理由を報告いたします。また、会計監査人の職務の遂行に

関する事項の整備状況等を勘案し、再任・不再任の決定を行う方針であります。

なお、監査役会は、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等

の具体的要素を検討し、それらの観点から監査を遂行するに不十分であると判断

した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、

当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成28年５月31日現在) （単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 2,676,865 流 動 負 債 732,746

現 金 及 び 預 金 519,992 買 掛 金 110,791

売 掛 金 27,404 短 期 借 入 金 16,800

販 売 用 不 動 産 1,352,991 1年内返済予定の長期借入金 265,146

仕掛販売用不動産等 693,949 リ ー ス 債 務 3,028

商 品 4,359 未 払 金 53,248

貯 蔵 品 3,021 未 払 費 用 98,852

前 渡 金 29,481 未 払 法 人 税 等 96,258

前 払 費 用 12,494 前 受 金 14,484

繰 延 税 金 資 産 26,962 預 り 金 61,401

そ の 他 6,379 前 受 収 益 2,669

貸 倒 引 当 金 △170 完成工事補償引当金 3,600

固 定 資 産 454,492 そ の 他 6,465

有 形 固 定 資 産 355,059 固 定 負 債 430,567

建 物 151,660 長 期 借 入 金 345,759

構 築 物 5,883 リ ー ス 債 務 2,886

車 両 運 搬 具 9,935 資 産 除 去 債 務 63,280

工具、器具及び備品 6,125 そ の 他 18,642

土 地 178,976 負 債 合 計 1,163,314

リ ー ス 資 産 2,478 ( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 6,790 株 主 資 本 1,965,537

ソ フ ト ウ エ ア 4,018 資 本 金 302,889

リ ー ス 資 産 2,772 資 本 剰 余 金 258,039

投資その他の資産 92,643 資 本 準 備 金 258,039

投 資 有 価 証 券 21,630 利 益 剰 余 金 1,404,863

出 資 金 180 利 益 準 備 金 1,870

破 産 更 生 債 権 等 901 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,402,993

長 期 前 払 費 用 2,953 別 途 積 立 金 320,000

繰 延 税 金 資 産 14,481 繰 越 利 益 剰 余 金 1,082,993

敷 金 及 び 保 証 金 53,134 自 己 株 式 △254

そ の 他 137 評価・換算差額等 2,506

貸 倒 引 当 金 △775 その他有価証券評価差額金 2,506

純 資 産 合 計 1,968,043

資 産 合 計 3,131,358 負債・純資産合計 3,131,358

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成27年６月１日から
平成28年５月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,375,983

売 上 原 価 3,617,151

売 上 総 利 益 1,758,831

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,232,468

営 業 利 益 526,363

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 578

保 険 差 益 614

助 成 金 収 入 31

違 約 金 収 入 3,000

そ の 他 3,206 7,430

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,309

そ の 他 2,142 9,452

経 常 利 益 524,341

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 358 358

税 引 前 当 期 純 利 益 524,699

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 155,602

法 人 税 等 調 整 額 13,408 169,011

当 期 純 利 益 355,688

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 14 ―



会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成２８年７月１１日

株式会社東武住販

取締役会 御中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 畑 秀 二 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 荒 牧 秀 樹 印

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東武住販の平成２

７年６月１日から平成２８年５月３１日までの第３３期事業年度の計算書類、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監

査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書

類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書

類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
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スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ

の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監査報告書

当監査役会は、平成27年６月１日から平成28年５月31日までの第33期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成

し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1） 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について

検討いたしました。
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２．監査の結果

（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指

摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年７月13日

株式会社東武住販 監査役会
常勤監査役 野 口 英 信 ㊞
社外監査役 植 田 文 雄 ㊞
社外監査役 鈴 木 朋 絵 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　

議 案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、経営体質の改善と今後の事業展開等を勘案

し、普通配当を１株につき45円とさせていただきたいと存じます。

内部留保金につきましては、企業価値向上のための投資等に活用し、将来の

事業展開を通じて株主の皆様に還元させていただく所存でございます。

期末配当に関する事項

（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金45円 総額61,021,215円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年８月31日

　

以 上
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グリーンモール

ＪＲ下関駅

株主総会
会場

国道９号線

至 山の田

至 唐戸

下関港
国際ターミナル

ワシントン
ホテル Ｐ

Ｐ

下関
市民会館

大丸大丸

シーモールパレスシーモールパレス

専門店街専門店街 エストエスト
スマイル
ホテル
下関

スマイル
ホテル
下関

駅前広場
バスターミナル

ヴィアイン
下関

ノートルダム
下関

山口銀行
本店

至 

彦
島

株主総会会場ご案内図

場所 山口県下関市竹崎町四丁目４番８号 シーモールパレス３階

シーモールパレス ダイヤモンドの間

下関駅（山陽本線）より徒歩約８分

下関I.C.より車で約20分

電話（シーモールパレス）083-231-7000


